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本論文は、全部で 6 章から構成されている。以下に、研究の概要について述べる。  
 
第 1 章 研究の背景と目的  
周知のように、中国の大学日本語教育は、世界一の学習者数を抱えており、外国語教育にお
いて長い間、英語教育に次ぐ第二位の地位を維持している。中国の日本語教育研究会が発表し
た統計データによれば、日本語学科を設置した大学は 1998 年度は 114 校だったものが、2003 
年度は倍増して 250 校にものぼり、2011 年度はさらに 466 校に達している。日本語教育の
活性化自体は喜ばしいことだが、日中両国における戦争問題、領土紛争などの歴史認識の相違
によって、反日事件が頻繁に繰り返されているような状況のなかで、中国で日本語を教える／
学ぶことは、ほかの外国語学科、たとえば、ドイツ語やフランス語などとは、同列に扱えない
困難を伴うことが実際に出てくることが多い。「政治とは国と国との事柄だから、私たち国民
としては政治を問わず付き合っていっていい」と言い、なるべく授業でこの問題を避けようと
するなど、現場の教師には学習者への配慮が見られたものの、「反日感情」の存在は日本語を
教える（学ぶ）以上、実際には避けられない課題なのである。 
では、中国の大学日本語専攻生にとって、「日本語」は彼らの日本・日本人のイメージ形成
の基盤になっているのだろうか。このような問題意識に基づき、本研究は、日本語学習は中国
の大学で日本語を専攻する学生の「対日認識」の形成・変容に影響を及ぼしているのか、また
どのようにいかなる面で影響するのかを明らかにすることを狙いとしている。 
本研究は、中国に特有な価値観あるいは愛国感情を背負っている日本語専攻生たちの対日認
識の形成過程を検証するものである。本研究は、以下のような課題を解明しようとするもので
ある。 
1．国家主導体制における大学日本語教育が目指す／目指してきた教育理念・方針内容・教 
育方法などの内実について、歴史的な観点からこれを概観し、総括する。 
2．「教育的介入」と筆者が名づける教育活動が大学日本語専攻生の対日認識の形成にどのよ 
うな影響を及ぼすかを検討する。 
3．学習者の日本語学習における「個人」の意味について検証する。  
本研究は、日本語学習者が抱いている「愛国」と「反日」という感情的な葛藤を根本問題に
定め、そこから解放される営みの中に「教育」が存在していると考えている。したがって、筆
者は、言語学の視点から教育を捉えることではなく、「教育」の視座からことばを教えること
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を捉えられないかという考えに至ったのである。学習者が国家システムにおける教育の限界と
ジレンマを常に自分の内側に抱いているのは確かなことであるが、その枠内におけるこのよう
な個人としての「知性の形成」過程を明らかにすることは、大学教育における「日本語を学ぶ
こと」の意義についての再検討を可能にすると考えるものである。 
 
第 2 章 先行研究  
日中両国は遣唐使の時代に象徴されるように、世界史でもまれな長い交流の歴史を持ってい
る。中国における「対日認識」の原型を探れば、漢字が多く使用され、歴史的、文化的に近い
イメージと、歴史教科書などに現れる侵略者のイメージという、相反する二つのイメージがあ
る。こうした親近感と遺恨の二重構造の性格の存在から、現場の日本語学習者には、ほかの外
国語を学ぶ時と違う精神的な苦痛が時には窺える。  
一方、国際交流基金の 2010 年度の調査では、2009 年までの世界 133 国（地域）において、
日本語の学習者数は約 365 万人である。そのうち、中国の日本語学習者の数は約 83 万人で、
その増加は著しい。中でも、高等教育機関で日本語を学ぶ学習者は多く、世界の学習者数全体
の約 7 割近くを占め、また、世界の高等教育機関で日本語を学ぶ学習者数の過半数が中国にい
るということが明らかになった。  
中国の高等教育機関における日本語教育は、第二外国語としての教育（全学共通科目である
英語が第一外国語で、その他の外国語科目、中国語では「公共外国語」と呼ぶ）を除けば、一
般的に四年制の大学の中で、日本語が専門科目として設置されている「日本語学科」のことを
指している。中国では「日本語専攻」あるいは「日本語学部」とも呼ばれ、従来から、「日本
語言語文化」または「日本語言語文学」の専門人材の育成を主な目的とする専門教育の一つで
ある。本研究では、日本語学科のことを「日本語専攻」と呼び、また、日本語を専攻する学習
者のことを「日本語専攻生」と名付ける。  
中国の大学日本語専攻教育の普及は、日本との間で経済的・人的交流が本格的に行われるよ
うになった 1972 年の日中国交正常化以降のことであった。70 年代以降に行われてきた日本語
は、50 年代から 60 年代における中国とソ連との「蜜月期」に盛んに行われていたロシア語教
育にとって代わり、ようやく第 2 位の外国語となったのである。80 年代に入ってから、中国
の改革・開放政策に伴う両国交流の拡大につれて、日本語学習者が急増する一方、ロシア経済
の衰退に伴ってロシア語専攻の学習者の数は急激に減少した。日本語とロシア語の地位逆転の
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背景には、このような国際関係の変化が見られるのである。すなわち、中国の日本語教育の発
展においては、日中両国の経済交流がその最も重要な要素の一つだということが考えられる。 
90 年代の後半から急激に進展した大学教育大衆化を背景とする日本語専攻の増設に伴い、
最近の日本語専攻教育では、現実問題としての就職競争の厳しさから、仕事をする上でチャン
スが増えるのではという学習者の就職の希望に応じて「実用一辺倒」の教育が行われている。
就職や留学に必要だからという動機付けは、日本語学習において重要ではあり、このような需
要の拡大から、専門科目の教育内容や教育課程を編成する際、「実用会話」と「実用語学」の
開設が迫られるという傾向が現れてくるのは当然の帰結であると思われる。しかし、こうした
「実用重視」の教育を実施すれば、大学における日本語教育は、「街角の日本語教室」と何ら
変わるところがなくなってしまうのではないかと懸念される。  
本研究の考察範囲にしている「日本語専攻教育」は、「大学教育」と「日本語教育」という
二重性があることを前提にしているため、「実用会話」と「実用語学」を中心にした教育内容
だけでなく、大学教育が本来持つべき「知性の形成」に目を向けなければならないと思われる。  
しかし、高等教育大衆化に伴う現行の点数割当方式による大学入試制度のもとで、希望する
学部に入れなかったため、やむを得ず日本語を学習している学生もたくさんいるのが実情であ
る。そのため、日本語専攻生は、必ずしも全員が日本および日本文化に興味や愛着を持って日
本語を選んだわけではない。むしろ、日本語を学習する前に、周囲の影響で反日的な感情、日
本に対するマイナスのイメージを抱いていた者のほうが多い。  
本章では、従来の先行研究におけるいくつかの問題点を分析した。2.1 と 2.2 では、中国に
おける大学教育、外国語教育及び日本語専攻教育の先行研究を検討し、その功績と限界を指摘
した。2.3 では、客観主義の教育観・学習観および変容的な学習を中心とした教育観・学習観
に関する先行研究を概観することで、外国語教育で何を涵養しようとしているのかについて、
「教養的な側面」と「実用的な側面」から言及した。2.4 では、従来、日中関係において、「反
日」が敏感な話題に触れるためか、中国人日本語学習者の対日認識についての研究は十分に展
開されていない。特に外国語教育においては、政治は「語学教育」とは関係がないという認識
を持つ人が決して少なくないと言えよう。そこで、現在の教育現場では、ことばを道具としか
取り扱わず、学習者の内面的な成長が等閑視されてきたことを、批判的に論じた。  
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第 3 章 中国の大学日本語専攻教育の歴史的変遷  
本章では、主として 1949 年から 2012 年上半期に至るまでのおよそ 60 年間の歴史に主眼を
置き、中国の外国語教育において重要な役割を果たしてきた日本語専攻教育がなぜ再開され、
またどのように発展してきたかについて通時的に考察した。 
3.1 では、大学日本語専攻教育の発展過程を「人材育成」の目標変遷の歴史にそって、60 年
の歴史を、筆者なりに大きく三つの時代区分をした。それは、１）1949 から 1977 年までの「政
治主導時代」における「特定分野の実務人材」の養成時代、２）「改革・開放」政策とともに、
急速の経済発展を遂げてきた 1978 年から 1999 年までの経済発展に奉仕するための「エリー
ト人材」育成の時代、および３）市場経済化、高等教育大衆化の潮流が始まる 1999 年から 2012
年上半期までの「複合型人材」の養成時代、という時代区分である。 
3.2 から 3.4 までは、より詳細な視点から、上記の各時代における日本語専攻教育の特徴、
人材育成の目標、教育内容およびカリキュラムの構造などについて考察をした。検証の結果と
して、1949 年から現在に至るまでの 60 年余りの間は、中国自体の社会・経済システムの転換、
さらに日中関係を始めとする対外情勢のダイナミックな変動に伴い、日本語専攻教育に求めら
れる「人材」が大きく変化してきたことが判明した。その「人材育成」の変遷過程に沿って、
日本語専攻教育が目指そうとうする方向性がはっきりと見えてくる。そして、3.5 節では、日
本語専攻教育の各時代の特徴を総合的に考察する。各時代の特徴については、以下の表で示す
ことができる。 
 
項目 
 
日本語専攻教育の歴史からみた時代的な特徴 
 
 
時代区分 
Ⅰ  
1949－1977 
Ⅱ  
1978－1999 
 
Ⅲ  
2000－2012 上半期 
 
 
 
 
 
 
時代背景 
1949 年中華人民共和国成
立、社会主義建設路線の制
定 
1950 年中ソ友好同盟相互
援助条約調印、ソ連一辺倒
政策 
1958 年工業生産の「大躍
進」運動開始 
1966 年プロレタリア文革
の勃発 
1972 年日中国交正常化 
1977 年大学受験制度の回
復 
1978 年共産党 11 期全人代
の開催、「改革開放」路線の
制定 
1980 年「全国日本語教師研
修コース」（中国名「大平 
班」）設立 
1982 年「中国日本語教育研
究会」設立 
1985 年「北京日本語研究セ
ンター」設立 
1990 年「高等教育基礎段階
日本語教育大綱」の制定 
1992 年「市場経済体制」の
確立 
1993 年「中国教育改革と発
2000 年「高等教育高学年
段階日本語教育大綱」の
制定 
2001 年 WTO への加盟 
2001 年「高等教育基礎段
階日本語教育大綱」改訂
2002 年日本語科学生向
けの 4 級、8 級試験の実
施開始 
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展綱要」の発表 
1999 年高等教育定員募集
拡大、「大衆化」への突入 
日 本 語 教 育
の特徴 
政治主導型 
 
経済需要型 急速増長型 
人材観 「特定分野の実務」人材
の育成 
「エリート」人材の育成 「複合型」人材の育成 
言語教育観 情報獲得ための教育 教養のための教育 実用志向の教育 
 
教科書内容 
? 愛国主義などの思想
教育を施す文章 
? 科学技術文章 
? 読解用文章のみ 
 
? 日常会話の登場 
? 文法の積み上げ 
? 日本事情の導入 
? 日本に関連する情報
の大量的導入 
? コミュニケーション
（会話中心）に重点
を置く 
文 法 説 明 の
しかた 
国語教育の専門用語によ  
る文法説明 
日本語教育文法の登場 文型で文法を説明する教
材が多い  
 
練 習 問 題 の
設定 
 
翻訳の練習のみ 
 
文型パターン練習中心 
ロールプレーや課題遂行
の活動に踏み込んだもの
の導入 
カ リ キ ュ ラ
ム 
語学、文学知識偏重 聞く・話す・読む・書く・
訳す 5 技能訓練 
日本語＋α（ビジネスや
法律などの専門科目） 
教 材 編 集 者
の構成 
中国人が独自に作成した
もの（新聞記事の翻訳な
ど） 
日 本 人 専 門 家 の 指 導 の 下
で、中国人が作成したもの
 
日中共同開発のもの 
教授法 文法訳読中心 「話す・聞く」優先 機能・場面重視（自然さ
の重視） 
 
日本受容 
? 日本文化への無関心 
? 日本語は日本からの
先進的な科学技術を
導入する際の必須の
手段 
? 国家の経済発展に資す
る対日交流人材の需要
の拡大 
? 「日本文化」授業の開
設 
 
日本文化・異文化理解の
重視 
 
 
以上のような変容は、歴史的発展の法則に導かれた必然的な選択であるともみなされるが、
本研究では、従来の日本語専攻教育の発展は、決して大学教育の「内在的な要請」や「学習者
の需要」に応じるために導かれたものではなく、実質的には「市場経済体制」の中で生み出さ
れた産物であるという限界を提示した。つまり、国家主導体制において、政策決定者といった
指導の立場にある者の権限があまりにも強過ぎる傾向が見られるため、社会構成員の個々人に、
自らの責任と力量で当面する問題を解決しようとする「知性」（ intelligence）の形成と発達に
なりにくい。したがって、国家主導という枠組みの中で、日本語教育の限界を乗り越えるため
に、学習者一人一人の「個人」への視点転換が求められる。  
 
第 4 章 調査：大学日本語専攻生の対日認識の形成と変容  
国家から「個人」への視点転換を一つの手がかりとして、第 4 章では、中国の総合大学であ
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る A 大学日本語学科の学習者を対象に、彼ら一人一人がどのような教育を受けて、各自の対
日認識を形成したのか、また日本語を学ぶことが、彼らの対日認識にどのような影響を及ぼし
たのか、という問題意識に基づき、インタビュー調査を行い、その結果を分析した。  
4.1 と 4.2 では、本調査の概要と分析方法について述べた。本調査は、上海市にある総合大
学の A 大学を調査フィールドとして、そこで日本語を専攻する 3 年生と 4 年生に調査協力者
になってもらい、合計 12 名調査を行った。本研究の調査方法は、半構造化インタビューを通
して、彼らの一人一人の語りを収集した。また、「修正版 M-GTA」という分析方法を採用した。  
4.3 では、4.2 で述べた分析手順で調査の結果を分析した。分析の結果では、学習者たちが
日本語を学び、日本人と付き合ううちに、それぞれの個人的体験を通じて彼ら一人一人の中に
新たな対日認識が形成されたとともに、動的な態度の形成も見られることが明らかとなった。
本章では、「修正版 M-GTA」で日本語専攻生の対日認識の変容実態（＜どのような＞）を分析
すると、【対日認識の先入観】、【日本語学習の態度】、【均質かつ画一化された「日本語文化観」】、
【日本語学習における対日イメージの生成】という四つのカテゴリーが生成された。それぞれ
のカテゴリーに生成された概念は以下の通りである。  
1．【対日イメージの先入観】というカテゴリーには、＜実利主義の入学希望＞、＜対日イメ
ージの二重性＞、＜国家イメージからの対日認識＞という三つの概念がある。（4.3.1 を参
照）  
 2.【日本語学習の態度】というカテゴリーには、＜技能中心の教育活動＞、＜学習への期待
は教養より実用の重視＞、＜学習に対する消極的な態度の由来＞という三つの概念がある。
（4.3.3 を参照）  
 3.【均質かつ画一化された「日本語文化観」】のカテゴリーには、＜日本に関する知識と情
報を獲得する手段＞、＜「日本文化」の授業はあってもなくてもよい存在である＞、＜日
本語の学習と日本社会・文化とを連結する教育方針の不徹底＞という三つの概念がある。
（4.3.5 を参照）  
 4．【日本語学習における対日イメージの生成】というカテゴリーには、① [個人的体験を通
じた対日認識の形成 ]と、② [能動的な態度の形成 ]という二つのサブカテゴリーがある。そ
して、各サブカテゴリーは、それぞれ以下の概念から構成される。まず、①の [個人的体
験を通じた対日認識の形成 ]には、＜類似性の認識＞、＜「社会的他者＞から「個人的他
者」へ＞、＜新たな人間関係の構築＞という三つの概念がある。次に、②の [能動的な態
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度の形成 ]というサブカテゴリーには、＜「社会的自己」から「個人的自己」へ＞、＜日
本語の習熟度との正の関連性＞、＜開かれた文化観の形成＞という三つの概念が形成され
ている（4.3.7 を参照）。これらのカテゴリーおよび概念同士の相互関係の詳細は、以下の
第 5 章で具体的に述べる。  
 
 第 5 章 総合的考察  
本章では、第 4 章の調査結果に基づき、日本語学習による「個人」の確立と国家教育体制と
の葛藤や矛盾を検討しながら、学習者の対日認識の形成過程（＜どのように＞）を中心に考察
した。  
まず、5.1 では、「国家」の枠内における言語教育に存在する「外国語＝道具」という発想を
批判的に見ることによって、実用性を最終目標とする大学日本語専攻教育の限界を指摘した。
その問題点の一つは、学習者が「受け身」であるという点である。授業内容が「対象」として
掲げられることによって、学習者たちは授業を自分のこととして受け止めることが不可能にな
り、授業内容＝「対象」を受け取る側となり、「受け身」の存在となってしまうことが危惧さ
れる。このように授業内容が「対象」となれば、それによって、新しい価値観を創造していく
「認識」を形成することはとうてい不可能であろう。  
しかし、そうは言っても、5.2 の対日認識の変容のストーリーラインで示されたように、学
習者個々人には、最終的に日本語能力の高まりに伴って、確実に対日認識の変容が見られた。
大学日本語専攻生の対日認識形成のストーリーラインは、以下の図の通りである。（5.2 を参照） 
 
【大学日本語専攻生の対日認識形成の理論的ストーリーライン】（図）  
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上記の図のように、大学日本語専攻生の対日認識の変容の過程は、三段階に分けて示すこと
ができる。第 1 段階は、「固定的イメージ化」の段階であり、すなわち、母文化で培われ、す
でにあった認識によって世界がカテゴリー化する段階である。次の第 2 段階は、個人の能動的
な活動によって、最初に形成されたカテゴリーと新たなカテゴリーが併存する段階であり、
「流動的イメージ化」の段階と名付けられる。そして、最後にある第 3 の「イメージの再構築」
の段階では、新たな認識によって世界が新たにカテゴリー化されるようになる段階であること
が明らかになった。  
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このように、中国人学習者の日本語学習の過程は、彼らの対日イメージを新たに形成する「イ
メージ再構築の場」であると言えよう。また、こうした変容の各段階にあるのは、自己と他者
の「関係」である。各段階における自己と他者の「関係性」については、「社会的他者」と「社
会的自己」の関係から「個人的他者」と「個人的自己」の関係までの変容が起きていることも
明らかになった。  
 自分が「中国人」であることと相手が「日本人」であることが、自分と相手を説明する最も
有力な理由である関係（「社会的自己」と「社会的他者」の関係）は、国籍の違いに基づいて
境界が決められ、その間の差異が強調される。個人同士の関係（「個人的自己」と「個人的他
者」）になると、国という既存のカテゴリー分けによって規定された差異は、なくなるわけで
はないが、強調されることがなくなる。このように、外国語学習の進展に伴って、相手の見方
についても、自分の見方についても変容が生じていることが確認された。  
本研究における学習者の対日認識の形成は、日中間の文化の違いを明らかにするのではなく、
当事者である学習者一人一人が、それをどう受け止めているのかを明らかにすることを出発点
にし、それを一連のプロセスとして明らかにした。これは、「自己の解体と乗り越え」（脱構築
と再構築）のプロセスと言える。  
従来の研究では、中国大陸出身の学習者は教師の依存性が強く、学習者オートノミーの欠如
がしばしば指摘されている。これは中国の 2000 年余りの儒教思想の影響であり、教師の知識
の伝授者として主導的地位があまりにも重視されていたという理由が考えられる。しかし、本
研究では、日本語学習者の「受け身」の学習態度は、彼らがオートノミーを持っていないわけ
ではなく、教育制度の束縛から由来したものが多いということが明らかになった。  
一方、本研究の調査から明らかになったように、学習者は常に変化の途上にあるのである。
この視点に立てば、彼らの「対日認識」の形成過程は、まさに彼らが「日本語を学ぶ」ことの
意味を捉え直し続ける過程であるとも言えよう。そこで、本章では、日本語を専門として学習
する際に、学習者が必要とされる能力資質について、従来の研究者が提案した「異文化対処能
力」のモデルを参考に、これを以下のように示した。（5.3 を参照）。  
 
中国の大学日本語専攻学生に望まれる能力と資質  
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以上の考察結果に基づき、中国における大学専攻日本語教育の意義をもう一度見直すことが
できる。つまり、学習者が日本語の学習を通して得たのは、道具やスキルとしての「日本語」
だけではなく、一人の人間としての成長であることが分かる。この成長は、再び日本語の学習
と結びつき、日本語の習得をさらに促進させることもできる。本研究では、大学における教育
の本質は、技能と知識の獲得だけではなく、「知性の形成」そのものであることを指摘した上
で、これからの大学専攻日本語教育は、日本語能力のほかに、学習者一人一人の人間の成長に
向けて、個人的体験を豊かにしていくことを保障できる教育活動を幅広く展開していくべきで
あることを提案した。  
 
第 6 章 課題と展望  
本研究で明らかになったことは、以下の通りである。  
第一に、学習者の対日認識の形成と変容は、彼らの日本語の学習を通して実現されるという
ことが実証できた。個人的な差異があるとはいえ、日本語を実際に使用し、日本人と接触する
ことが、対日認識の形成に影響を与えていることが確認できた。学年が上がり、学習者の日本
語を聞く能力や、読む能力が高まっていくにつれ、インターネットやマスメディアなど、教科
書以外に入手できる日本関連情報の数量と内容が拡大していく。その結果、学習者が日本に対
する多様な認識を持つようになることによって、より客観的で、柔軟性のある対日イメージの
形成がなされたことも判明した。また、その過程において、学習者個人の能動的な役割を見失
ってはならないということが示唆された。  
第二に、言語教育は、教育の中で人が成長していくところに位置づけられているということ
が明らかになった。本研究は、学習者の対日イメージを固定的なものとして捉えず、「変容」
・知的能力 ・客観的な判断能力  
・強い好奇心  
 
・自文化への理解 ・非民族中心主義  
・寛容性・柔軟性 ・開かれた考え方  
 
・語学力  
・意思疎通への積極性  
・人間関係の構築  
・対話能力  
学習能力  
自己調整能力  
状況調整能力  
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の中にあることを前提として捉えてみた。外国語の学習は、学習者自身の文化の外へ出て、異
なる文化と交流する過程であると見なせば、その過程においては、以前から知っていた日本の
良い点を再認識するとともに、悪い点も発見し、自分の認識を相対化するようになるである。
言いかえれば、日本語学習者の対日認識の形成過程は、彼らが「対日イメージ」を捉え直しつ
づけ、自己を変容させる過程であると同時に、新たな価値観や人格を形成する過程でもあると
考えられるのである。  
こうした新たな価値観の生成と自己変容の過程で明らかになったのは、文化を越えるという
ことが、実は、二つの文化の間で発生するのではなく、一つの文化内部で発生するのだという
ことである。つまり、一つの文化内部に自足性に対する批判的な思考が生じた時に、初めて文
化を越えることが起こり得るということである。本研究は、人間の成長につながる、このよう
な対日認識の形成、変容の過程を具体的に捉えることができたのである。  
第三に、「見えにくい」あるいは「見ようとしない」学習者の変容の過程およびそこに影響
を及ぼす要因が解明できた。新中国が成立した後の中国の日本語教育では、国家建設と経済発
展に奉仕することが最高の価値として認識されていた。このような価値は、歴史的発展の法則
に導かれた必然的な選択でもあり、当時の国民感情に符合したものであった。したがって、リ
ソースとしての教科書、そして教育システム化されたカリキュラムの設置は、国家主導体制に
おける経済発展の産物であることが指摘できる。  
しかし、一方で、教育の課題は、最終的に政治や経済の角度から論じられるのではなく、教
育学自体に立ち戻るべく方向転換しなければならない。指導者側に大きな権限がある国家主導
体制に置かれた教育は、種々の束縛を受けることが多い。その結果、社会構成員の個々人は既
存体制と価値に安住しやすい受動的な態度を助長される可能性がある。本研究の質的な調査手
法で実証できたのは、人間の認識の変容の中には学習が存在していることである。例えば、日
中間の戦争の歴史について、すでに小さい頃から知っていた学習者が日本語の学習を通して、
それは国同士の話であり、過去の話であるとして見つめ直し、それを個人や現在のこととは区
別して考えるようになるという変容が見られることもある。そして、この同じ学習者が、さら
に、日本語の学習を続けることによって、どの国にも政治的イデオロギーの統制があるという
ことに気づくようになり、より客観的な視点を獲得できることもある。人は、このような学習
による認識の変容によって、自律精神が高まり、それが人間としての成長にもつながるのであ
る。  
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このような意味で、大学における日本語教育は、「国家利益」の追求から一人一人の「人間
の成長」と結びつく教育理念への転換が求められる。学習者を国家発展のエージェントとする
のではなく、学習者が国家の主体として扱われることの必要性が示唆された。  
以上の結論を踏まえて、本研究を更に発展をさせる上で、今後必要な課題となる点を挙げて
みると、以下の五つのようになるであろう。  
 第一の課題は、教師の役割についてである。学習者の様々な「学習の変容」を導く際に、教
育者はどのような「権力」を行使していいのかに関わる問題である。教室を、そこに参加して
いるすべての人が対等な立場で発言できる場だと考えれば、教育する側にいる教師は「支援」
と「働きかけ」の役割を果たすべきではないだろうか。さらに、教育する側と教育を受ける学
習者側の間でのどのようなやりとりが、学習者の認識の変容に作用しているのか、録音テープ
やビデオによる映像・音声資料の分析が必要とされる。本研究では、学習者だけに焦点を絞っ
たため、教師の調査を行うことができなかった。そのため、学習者の対日認識の形成において、
教師がどのような役割を果たしているのか、教育者側に関しての議論を展開し尽くしていない。
今後、学習者の視点に立って、彼らの異文化認識の形成過程における教師の役割について、さ
らに検討することが必要である。と同時に、教師の視点に立って、中国の教育システムや教師
の指導について検討していくことが、今後の課題として残されている。  
第二の課題としてあげられるのは、インタビュー対象者の代表性の問題である。今回は大規
模なアンケート調査をとらず、むしろ身近にいる学習者に対して、じっくり話を聞きながら、
彼らが語っていることは一体何かという、その内容を捉えることが重要であると考えた。学習
者の対日認識の生成に関する調査においても、調査方法が面接法であったために、量的にデー
タが不足していることは否めない。データの充実度とその量的分析重視の立場からすれば、本
研究は事例研究であり、一般論を引き出すには不十分であるという批判が予想される。この調
査協力者の学習者の選択方法について、日本語学習者全体を代表しているのかという点につい
ては本文の中で説明を加えたが、それなりの普遍性は見られたと思われる。よって、今後の研
究では、量的データを確保すべきである。また、インフォーマントの 12 人の学習者について
もデータを示したが、全体的に、現在、中国の大学日本語科に入ってくる学習者は女性のほう
が圧倒的に多いため、今回の調査では女性学習者のデータを多く取りいれた。男性の学生につ
いて、さらに調査する余地が残っている。  
第三の課題として、語学教育である日本語教育を、大学教育としてどう受け取るのかという
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課題がある。すなわち、日本語教育が大学で行われることによって、人が学んだり影響を受け
たりするということはどういうことなのかということが問われている。これまで大学における
外国語教育は、主権国家の国民として国家建設のために有能な人材を育てるのがその目標であ
った。このような目標の存在においては、人の認識（例えば、歴史認識）といったものは、そ
の枠組みから逸脱することができず、その枠組みを背負った認識を教えられることになる。こ
の点に関しては、大学以前の中等教育までのナショナルカリキュラムとあまり変わりはない。
ただ、これだけ人が移動しているグローバル化の社会の中で、どういう形で社会と学校との関
係を築きあげていくのか、特に中等教育以降の大学教育でこの課題をどう引き受けるのかとい
う問題を、いま一度より深く考えなおす必要性があると思われる。  
一方、教育を受ける側の学習者が、学校が持っている強制力に対して、自らの主体的な思考
をどう形成させるのか、語学教育である日本語教育と社会の中で生きていくために必要な「教
養」としての日本語教育をどう融合させていくか、あるいは別々に考えて良いのかということ
も、更に検討する必要がある。ただ、受験勉強に必要だからといって、与えられた知識を覚え
るのではなく、そこから先に自分で考えてクリティカルに何かをしていくというような人間の
育成が、大学の大衆化時代から次のユニバーサル時代に向けて、価値があるものとして捉えら
れることが重要である。  
第四の課題として、外国語教育なら、学習者がどんなことばを習ってもその国に対する認識
に影響するのかという問題があげられる。グローバリゼーションの潮流の中で、中国において
は、英語教育熱が一貫して高まり、その一方で日本語は傍系と追いやられつつある。「日本語
を使う国は日本だけだから」という人もいるように、中国では、日本語は「マイナーな言語」
と言っていい。本研究では、日本語学習者の対日認識の生成、変容の過程を追って、日本語を
学習することが対日認識の変容に影響を与える可能性を示した。しかし、英語などほかの外国
語学習者にも同じような現象がみられるのか、つまり外国語学習と認識形成の間に、常にこの
ような相関関係が見られるのか、英語のようなグローバル言語についてもそれは言えるのかに
ついても調査する余地が残っている。  
最後の、第五の課題として、本研究の結果がどの程度現実を説明し、実践研究の土台となり
うるかが検討される必要がある。本研究は現実的課題を研究の出発点としてはいるが、研究の
成果は現実的な問題を解決するまでには至っていない。本研究の第 3 章にもすでに述べたよう
に、国家主導の教育体制においては、指導の立場にある者（政策決定者など）の権限があまり
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にも強調されすぎている。このような現状では、社会構成員の個々人に、自らの責任と力量で
当面する問題を解決しようとする積極的な態度は育ちにくい。むしろ、既存の体制と価値に安
住しやすい受動的な態度を助長する側面があると言える。こうした二項対立的に見える現状の
中で、日本語教師が常に二律背反の難題を背負っていることは否めない。国家という枠組みの
中で、国家の枠組みを越えた教育の実現には、われわれ現場の日本語教師にとって、現代的な
意義があると考えられる。したがって、今後本研究をさらに発展させるためには、抽象的な理
念やスローガンを示すだけに留まらず、明確かつ具体的な実行案を示すことが求められる。そ
の中で、特に国家と個人の間にある教師の取り組みについて検証していく必要がある。  
ことばとは何か。この問いに対して、さまざまな答えが得られると思う。それは、たとえば、
コミュニケーションの道具であり、文化形成・伝達のアイデンティティであり、資源であり、
生きる力でもある。外国語の学習は文明社会を生きる人にとって重要な意味を持っている。日
本と中国は、歴史的にも、地理的にも近い隣国でありながら、日中間には様々な対立が生じて
いる。しかし、そのような時代だからこそ、幅広い、多元的な学部教育が求められていると言
えよう。日本語を学ぶ過程における学習者の対日認識の変容からもわかるように、中国の高等
教育は、外国語としての日本語の持っている文化的価値を現代に生かしていく道を、今こそ探
っていくことが求められているのである。  
